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１．はじめに 

 

平成17年4月現在、阪神高速道路は本線部233.8km、

出入路各約170箇所他を供用し、一日あたり約90万

台の自動車交通に利用され、阪神都市圏における道

路総延長の約6％にして自動車交通量の約15％、貨

物輸送の約47％を担っている１）。 

また、円滑な交通流を維持し、道路機能を最大限

発揮するための交通管制システムは昭和44年に導入

されて以来、道路交通情報の収集と提供など利用者

の交通安全や利便性の確保等の必要性（ニーズ）に

合わせた整備拡張を行ってきた。 

これら着実な整備の結果、21世紀初頭において阪

神高速道路は、一部区間で経路選択が可能になるな

どし、新規路線の建設等ハードとしての整備は概成

しつつあり、ネットワーク機能が発揮される準備が

整いつつある。 

本稿は、阪神高速道路が、引き続き都市高速道路

としての安全性確保はもちろんのこと渋滞緩和を含

めた快適な走行環境を実現するなど利便性の向上を

図り、その先にある道路交通環境の改善を実現する

ため、これらに関する満足度と新たな必要性（ニー

ズ）について、大口利用者である路線バスやコンテ

ナ物流事業者等に対して調査を実施し、ITSなど次

世代において備えるべきソフト面も含めたネットワ

ーク機能のあり方についての検討課題を抽出したも

のである。 
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２．調査概要 

 

(1)調査対象 

阪神高速道路に関しては、これまで国による道路

交通センサスや公団による起終点調査などが実施さ

れてきた。これらの調査はいずれも公物としての道

路を管理する立場から、道路利用に関する全体的・

網羅的な傾向をマスとして把握するために、全て無

記名で行われ、各利用者の個別情報は属性を把握す

る程度である。つまり、いつどこを何のために利用

しているかを把握する調査である。 

本調査では、むしろより具体的な利用実態とその

意識を把握することが必要であると考え、あえて各

利用者の個別情報（パーソナル）である「誰が」の

収集に努めた。 

そこで、阪神高速道路を日常的に活用し、かつそ

の把握が比較的容易である下記の事業者を対象とし

て選択した。カッコ内は今回の調査対象者数と把握

の手段である。 

a） 路線バス事業者（64社、料金制度上、阪神高速

道路公団に事業登録） 

b） 通運事業者（16社、鉄道貨物駅においてJR貨物

に照会） 

c） 港湾貨物事業者（343社、(社)大阪府トラック

協会海上コンテナ部会、(社)兵庫県トラック協

会、大阪海運貨物取扱業会に照会） 

d） 空港貨物事業者（64社（国際線50社、国内線14

社）、(社)航空貨物運送協会大阪部会に照会） 

e） 百貨店配送事業者（4社、大阪市内の主要地点

にある百貨店に照会） 

 

(2)調査内容と結果 

阪神高速道路の利用実態や意識に関する調査のう

ち主な結果については以下のとおりであった。 



a)阪神高速道路を利用する最大の理由 

①時間短縮のため、 

②発着地が出入路に近いから、 

③一般道より安全性が高いから、 

④一般道より定時性が高いから、 

⑤他の有料道路より料金が比較的安いから  

等の選択肢を用意。 

結果は、「①時間短縮」が圧倒的に多く、「②

発着地が出入路に近い」が次いで多かった。逆に、

①、②が当てはまらない場合は利用されない傾向に

ある。 

b)必要とする道路交通情報 

阪神高速道路では①渋滞箇所とその延長、②主要

地点間の所要時間、③事故、④工事、⑤通行止め、

⑥スリップ、強風等の気象、等が提供されている。 

調査の結果、「②所要時間」が最も必要とされて

いることが判ったが、現在提供されていない「個別

地点間の所要時間」、「出口周辺の一般道路の所要

時間」の提供が強く求められていることも併せて判

った。なお、公団では、よりリアルタイムな情報に

より近づけるべく、平成15年から情報提供の更新周

期を５分間隔から2.5分間隔に短縮している。 

２位は、「①渋滞箇所」であったが、現在提供さ

れている渋滞の延長ではなくその通過に要する所要

時間が求められているほか、その渋滞が増加傾向で

あるか縮小傾向であるかについても求められており、

これは、その渋滞を回避するかどうか（阪神高速道

路を利用するかしないか）の判断材料とされるもの

である。 

この他、現在提供されていない情報の提供につい

ては表－１の内容が求められていることが判った。

各利用者が走行する箇所ごとの個別情報（所要時間、

渋滞箇所等）が求められているほか、交通事故や落

下物などがどの車線にあるかについても求められて

いる。車線に関する情報は、大型車がそれを事前に

認知することで車線変更を安全かつ円滑に行えるた

めである。 

表－１ 新たな提供の要望がある情報 

c)新たに望まれる情報提供装置 

現在、阪神高速道路の道路交通情報は、路上にあ

る文字情報板、図形情報板、路側ラジオのほか、専

用電話・ＦＡＸ等によりが提供されているが、新た

な提供装置として、①携帯電話、②カーナビ、③パ

ソコン 等の選択肢を設定した。 

結果は図－１のとおりであった。 
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図－１ 新たな情報提供装置 

 

普及率から携帯電話が多くなっているが、カーナ

ビについては、一般的に路線バスや物流トラック等

の業務車両には普及していないことが影響している。 

しかし、携帯電話については、道路交通法の改正

による以前からプロドライバー間では走行中使用さ

れないのが一般的なためパーキングエリアや高速道

路利用前を想定したニーズであると考えられる。 

また、路線バスや物流トラック各社の運行管理は、

各ドライバーの個別判断ではなく、各事業者が会社

の事務室内に設置する運行管理者が、情報を収集・

分析・判断し無線等で各ドライバーに伝えるケース

が多い。 

現在、その情報収集源は、各ドライバーが路上の

情報板や渋滞状況を直接目視するなどして無線で伝

えてくる情報、JARTICのホームページや公団のFAX

サービス等、複数の情報源である。 

これら複数の情報源からの情報収集には、専属の

職員を配置するなどコスト要しているが、事業者に

よっては最も必要とする「所要時間」を把握するた

めにそれを惜しまないケースが少なくない。 

このため、必要とする全ての情報がパソコンに一

元的に提供されることが求められている。 

しかもそれは、出来る限り迅速（リアルタイム）

で、各事業者にとって必要な情報についてのみ高精

度で高密度な内容である。 

時間に関するもの 規制に関するもの 

所要時間の個別位置情報 

渋滞解消見込み時間 

事故等処理見込み時間 

一般道との所要時間比較 

入口閉鎖状況と迂回案内 

事故等での規制車線 

事前・詳細な工事情報 

(時間帯、車線別 等） 



d)ETCの利用について 

ETCについては、その普及促進を目指して、国及

び道路４公団等がキャッシュバックつきのモニター

キャンペーンを実施するなどして、利用者の意識の

把握に努めている。 

ここでは、これらETCに関する他の調査結果を踏

まえ、本調査における各事業者の意識や事情につい

て整理する。ETC全般に関する詳細な内容について

は他の報告を参照されたい。 

ETCに対する利用者共通の観点は、 

①初期費用（無料又は少しでも安く）、 

②料金割引（大きく）、 

③料金所のノンストップ走行等利便性（高く） 

の３点に集約される。 

今回の調査対象である大口利用者への普及につい

て着目すべき調査結果は、 

①については、各社が擁する車両台数が少なから

ずあり、特に台数の多い事業者にとっては全ての車

両にETC車載器を設置することは結構な出費となる

ことである。 

しかし、前述のモニターキャンペーンでの業務用

車両優先枠や事業者の環境問題に対する意識の高ま

り、トラック協会等業界あげての啓発等の協力の結

果、大型車の普及は普通車に比べ先行している。 

②③については、回数券（100回券）の割引が比

較的大きく料金所の通過もスムーズなため利用率が

高かったが、偽造問題等から平成17年夏までに廃止

され、代替措置としてETC車に対しては同程度の割

引が用意されるほか、かねてから、3号神戸線沿道

地域の環境改善を目的として5号湾岸線において、E

TC大型車の料金が2割以上優遇される（環境ロード

プライシング）などにより普及を促進している。 

一方、各事業者においては、ドライバーが走行す

る（あるいはした）有料道路の料金の管理がこれま

でと異なることが、ETCへの転換を阻害しているこ

とがヒアリングされた。 

各事業者の料金の管理には大まかに前払い方式と

後払い方式がある。 

前者は、走行ルートをあらかじめ想定し必要とな

る料金を主に回数券でドライバーに手渡しておく方

法であり、後者は、走行後にドライバーが持ち帰っ

た領収書に基づき精算する方法である。 

前者では、予め回数券をドライバーごとに分けて

用意する手間がかかるほか、通行しないのに通行し

たことにする虚偽申告などにより不正に利用される

恐れがある。 

後者では、「時間優先」を理由に有料道路の利用

に抑制が働かないなどそれぞれ一長一短があるが、

これまでは各事業者とドライバーの状況により使い

分けられている。 

ETCへの転換は、前者については、各事業者が法

人カードを必要数用意することで解決するが、逆に

利用に歯止めがなくなる欠点が発生する。 

後者では、ETCシステムの現状では各料金所で領

収書が発行されないため同様の精算は出来ないが、

一定時間後（各公団により異なる）に事務所におい

てインターネットでのETC利用照会サービスを利

用することにより、ETC利用証明書の発行とETC

利用証明書の走行明細を確認することにより対

応が可能である。 

普及に向けて各事業者の実情に合わせた利用

について公団が説明努力をする必要がある。 

e)利用時間帯と利用形態 

今回対象の事業者の阪神高速道路を利用する時間

帯は図－２の様な分布を示した。 

いずれの業種でも、路線バスの乗客や荷主といっ

た各社にとっての顧客のニーズに合わせて走行時間

が決められており、交通集中による渋滞を回避する

ため空いている時間帯を選ぶケースは殆ど無い。 

また例えば、空荷であるなどして時間的に余裕の

ある復路においても、ドライバーの予定勤務時間を

越えないため（超過勤務手当ての削減のため）に阪

神高速を利用するケースもヒアリングされた。 

現在、公団ではETC車を対象に時間帯別割引の社

会実験に取り組んでいるが、このような背景を考慮

すると、都市間を結ぶ長距離の高速道路の利用時間

帯とは異なった対応が必要であることがわかる。 
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図－２ 各社の阪神高速の利用時間帯 



f)道路網の整備について 

平成17年度当初において阪神高速道路は、基本計

画延長274.9kmのうち約85％にあたる233.8kmを供用

しており、阪神都市圏の都市内高速道路ネットワー

クとして概成しつつある。 

この状況において、大口利用者が不便を感じてい

る、すなわちネットワーク整備が不足している箇所

について調査した主な結果は以下のとおりであった。 

①未整備路線の早期完成 

大阪湾岸道路（西伸部）、大和川線、淀川左岸線 

②供用中路線の接続 

11号池田線と16号大阪港線、3号神戸線と5号湾岸線 

③出入路の増設 

11号池田線の都心向き出口 

④渋滞・事故多発箇所等の改良 

3号神戸線若宮カーブ、右側分合流の出入路 等々 

①は、湾岸線や都市再生環状道路の欠落部分である。 

②は、環状線が一方通行であるために発生する遠回

りや、湾岸線が全通していないために発生する乗り

継ぎでの不便を解消するためなどである。 

③は、慢性的渋滞箇所における迂回のためである。 

これらはかねてから様々な場で指摘があり、渋滞

等による社会経済的損失も看過できない課題として

行政を含め認識しており、一部については、すでに

公団が整備中である箇所のほか、国や地方自治体が

整備に向けた取り組みを進めている箇所もある。 

いずれも利用交通量等から費用対効果を見極める

など整備に向けた検討を行っている。 

 

３．まとめ（次世代ニーズに向けた取り組み） 

今回の調査により、阪神高速道路の大口利用者に

とって最大の目的が「所要時間の短縮」であること

が確認できた。 

また、各利用者はその目的を達成するにあたり、

これまでの道路交通情報の提供については内容、方

法とも一定の満足をしながらも、より一層のサービ

スとして、各利用者が走行する箇所ごとの個別情報

（所要時間、渋滞箇所等）が、出来る限り迅速（リ

アルタイム）で、高精度かつ高密度なレベルで求め

ていることが判った。 

これは、パソコンや携帯電話が会社に1台の時代

から一人に一台にまで普及している時代背景のニー

ズとして、利用者にとってはあって当然になりつつ

あると思われる。 

現時点ではコストや制度の問題から実現していな

いが、技術的には可能である内容が大半であり早晩

実現していくべきものと思われる。 

ETCについては、今回の調査で判ったこととして

各利用者にETCを導入することによるメリットを十

分に理解してもらえていない部分も見られ、国や公

団側の説明不足が原因である点が確認された。 

このため、今秋の民営化を控え公団側の普及に向

けたより一層の取り組みや努力が必要である。 

道路網については、概ね整備しつつあるもののネ

ットワーク効果の発揮という観点では不十分な箇所

が幾つか指摘された。 

しかしながら、今後整備を進めるべき箇所につい

ては、長大橋梁や都市内トンネルあるいは既成都心

部での改築などが多く、従来に増して完成するまで

には相当な時間と費用を要する見込みであることか

ら、それまでの対応として新たな道路構造令の活用

やITSを活用したソフト面からのネットワーク機能

の補完を検討する必要がある。 

最後に、本調査では阪神高速道路を日常的に活用

している大口利用者を対象としたが、これら事業者

は「所要時間の短縮」を最大の目的として自ら道路

交通情報の収集に努めていることも判ったが、これ

は、公団が安全性確保や渋滞緩和、快適な走行環境

の実現を目的として行っていることと、結果的には

同じ内容である。また、その先にある道路交通環境

改善の実現についても、社会的責任は同じである。 

例えば道路交通情報について、現状では道路管理

者である公団が、車両検知器等で収集したデータを

管制センターで分析し文字情報板等々で提供してい

るが、将来において相当台数のある各事業者の車両

位置等の個別情報についても活用することで、現行

の情報を補完してより高精度で高密度な情報環境が

実現することも期待出来る。 

このため、今後はITS技術を活用するなどにより、

利用者と連携した次世代の阪神高速道路のあり方の

構築について調査研究を進めていきたい。 

 

１）平成11年道路交通センサス、第21回阪神高速道

路起終点調査を基に算出 


